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研究成果の概要（和文）：本研究では、堤外地政策という新たな観点から、享保改革期における幕府の開発政策と治水
政策の特質について検討した。幕府は享保５～６年に国役の性格を変化させ、大規模普請に対応可能な治水体制を作り
上げた。ついで享保７年（1722）、幕府は、それまでの、堤外地の開発抑制により水害の芽をできるだけ事前に摘み取
るという考え方を改め、堤外地を積極的に開発し、それに伴う水害の危険性増大を強固な堤防を築くことによって解決
するという考え方を採用した。幕府の開発・治水政策の転換は、享保改革期における国家統治権強化を背景とするもの
であった。

研究成果の概要（英文）：To bring a fresh perspective to the Tokugawa Shogunate’s riverside land policy 
(Teigaichi-Seisaku), this research has aimed at investigating distinctive land development and river 
improvement plans carried out in the Kyoho Reforms period. In 1720 (Kyoho 5) and 1721 (Kyoho 6) the 
policy called Kuniyaku (a set of public duties imposed by the Shogunate in certain provinces of Japan) 
underwent a change. This policy change enacted flood control measures suited to large construction 
projects. In 1722 (Kyoho 7) the Shogunate abandoned the former plan for keeping the undertaking for 
development under control in order to forestall possible flood damage. Instead the Shogunate adopted a 
new approach to the elimination of flood damage by constructing a firm embankment. The fact that the 
transformation in national land development and water control policies took place at that time can be 
fully understood by taking into account the relevant context of strengthening the Shogunate’s sovereign 
power.

研究分野： 日本近世史
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１．研究開始当初の背景 
享保改革の中心的課題は幕府財政の再建

であり、それを実現するため、幕府は年貢増
徴策とともに新田開発政策を積極的に推進
し、年貢増収を図った。享保改革期における
幕府の開発・治水政策については一定の研究
蓄積があるが、従来の研究は、（イ）開発政
策と治水政策を有機的に関連させて論じた
ものがない、（ロ）開発政策・治水政策とも
に、当該期の幕府政治史と関連づけて取り上
げたものがない、（ハ）開発政策史・治水政
策史ともに、関東地域における分析をふまえ
てイメージが形作られる傾向にあり、上方や
美濃などをも視野に入れたものとなってい
ない、という問題があった。 
 研究代表者（村田）は、2008 年以降いく
つかの論考を発表し、17 世紀中期以降享保改
革期にいたるまでの上方における幕府の堤
外地（ていがいち）政策について、時代を追
いつつ順次検討を加えてきた。堤外地とは堤
防と堤防とに挟まれた地のことで、ここには
上流から流れ下る土砂の堆積作用によって
形成された附洲（つきす）・寄洲（よりす）・
川中島などが存在した。堤外地は新田開発の
対象となったが、堤外地の開発は、河水の円
滑な流れを阻害し、治水上好ましくない結果
をもたらすことが往々にしてあった。そのた
め、幕府は治水上の観点から堤外地の存在形
態や利用形態について一定の規制、すなわち
堤外地政策を行った。研究代表者が堤外地政
策に目を付けたのは、従来、そのような視角
から幕府の治水政策を本格的に論じたもの
がなかったためであるが、堤外地政策を分析
する中で、開発と治水のせめぎ合いの場であ
った堤外地に対する堤外地政策こそが、開発
政策と治水政策を有機的に関連させて考察
する上で極めて有効な観点であることを痛
感した。すなわち、上記（イ）の問題点を克
服する鍵は堤外地政策にあると認識するに
至ったのである。 
 また、かつて研究代表者は、享保３年
（1718）春、上方を対象に、堤外地における
作付の全面的禁止を含むきわめて厳しい堤
外地政策が打ち出されたものの、同年秋に撤
回されたことを明らかにした。堤外地政策の
転換―再転換という目まぐるしい過程は、享
保改革期初期における幕政の試行錯誤の反
映であるが、この事例は、幕府政治史との関
わりにおいて幕府の開発・治水政策をとらえ
るべきことを示している。こうして、研究代
表者は上記（ロ）の問題点の克服が必要であ
ると考えるに至った。 
さらに、享保改革期の開発政策については、

享保７年の江戸日本橋における新田開発奨
励の高札設置をもってその起点とし、その後
実際に各地で新田開発が行われていくとい
う理解が一般的であるが、それは関東地域の
分析から導かれた一面的な理解である。かつ
て明らかにしたように、上方の事例を見る限
り、享保改革期に限っても、高札設置以前に

幕府の手によって堤外地開発事業が進めら
れている。こうして、研究代表者は、堤外地
政策研究を進める中で、上記（ハ）の問題点
を強く認識するようになった。 
 
２．研究の目的 
 今回の研究を進めるにあたり、以下の３点
を目的として掲げた。 
（１）「１．研究開始当初の背景」にあげた
（イ）の問題点の克服を試みる。すなわち、
開発政策と治水政策を有機的に関連させて
分析し、両者の関係を解明する。より具体的
にいえば、享保改革期の上方を対象に、堤外
地政策の展開過程、大河川の堤防修復システ
ムの変化、河川管理制度の変化などを明らか
にし、本来矛盾する関係にある開発と治水に
ついて、幕府がどのように折り合いをつけよ
うとしたのかを解明する。一方、大河川の堤
防修復システムについては、享保７年（1722）
を境に大きく転換した国役普請制度に関す
る研究代表者の研究（村田路人『近世広域支
配の研究』大阪大学出版会、1995 年）があ
るが、開発政策との関わりについては検討し
ていないため、この点の検討を行う。また、
河川管理制度の変化についても、研究代表者
が簡単な紹介を行っているが、不十分である
上に開発政策との関わりという観点からの
ものではないので、改めて検討したい。 
 
（２）「１．研究開始当初の背景」にあげた
（ロ）の問題点の克服を試みる。すなわち、
享保改革期の開発・治水政策を、当該期の幕
府政治史と関連づける。享保改革期に限らず、
開発政策・治水政策の決定にあたっては、さ
まざまな政治的要因が大きく作用した。政策
担当者の政治的位置や政治的影響力によっ
て政策内容が大きく左右されることは珍し
いことではなかった。享保３年（1718）の堤
外地政策の転換―再転換の事例も含め、勘定
奉行伊勢貞勅や勘定吟味役辻六郎左衛門を
はじめとする幕府中枢部の人的配置との関
わりで開発・治水政策の展開を跡づけたい。 
 
（３）研究目的は、基本的には上記（１）（２）
であるが、作業を進めるにあたっては、「１．
研究開始当初の背景」にあげた（ハ）を絶え
ず意識する。すなわち、各地域の事例をふま
えた享保改革期における開発・治水政策の総
合的把握に努める。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題を果たすため、以下の方法をと
った。 
（１）本研究を進めるにあたって、基本的な
史料として第一にあげられるのは、上方地域
の河川沿岸村々に残されている、堤外地開発
および治水に関する史料である。具体的には、
触留帳、村から幕府・領主に宛てた諸願の写、
開発一件書類、村明細帳、新田検地帳、年貢
免定、開発地をめぐる争論関係文書などであ



る。これらを可能な限り収集・分析する。 
 
（２）河川沿岸村々に残されている近世史料
とならんで、本研究の基本史料となるのは、
幕府中央や、大坂町奉行所など幕府の出先機
関によって作成された、堤外地開発および治
水に関する史料である。これは、量的には地
方文書に較べはるかに少ないが、可能な限り
収集・分析する。 
 
（３）近世における開発および治水に関する
研究史の検討を行い、現在の研究水準と問題
点を確認する。 
 
（４）享保改革に関する研究史の検討を行い、
現在の研究水準と問題点を確認する。 
 
（５）堤外地開発および治水を考察する際、
一定の河川工学的知識が不可欠となる。その
ため、河川工学に関する文献を収集し、その
成果の吸収に努める。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、以下の通りである。 
（１）貞享期（綱吉政権期）から享保期（吉
宗政権期）までの上方における幕府の堤外地
政策の流れを整理し、享保７年（1722）に、
堤外地の開発抑制により水害の芽をできる
だけ事前に摘み取ろうとするそれまでの考
え方から、強固な堤防を築くことにより、堤
外地の積極的開発に伴う水害の危険性増大
という問題を解決しようとする考え方に転
換したことを明らかにした。以下、具体的に
述べる。 
 幕府が天和３年（1683）から貞享４年
（1687）にかけて実施した貞享期畿内河川整
備事業は河村瑞賢が主導したものであるが、
この事業の内容は、①淀川最下流部に位置す
る幕府直轄都市大坂の保全と経済機能の維
持・発展をはかる、②淀川筋（淀川の上流の
宇治川も含む）、木津川筋、大和川筋の円滑
な水行（水の流れ）をはかる、③川床の上昇
や洲・島の形成をもたらし、水害の原因とな
っている山間部における土砂流出を抑える、
というものであった。つまり、大坂を重視し
つつ、水行の障害となるものを取り除くとと
もに、土砂流出問題の解決を図るというもの
であり、開発抑制・治水重視型の事業であっ
たといえる。 
 ところで、貞享期畿内河川整備事業におい
て土砂留制度が発足したが（貞享元年）、こ
れは、伊勢国や畿内に本拠のある大名に、そ
れぞれ摂津・河内・大和・山城・近江五ヵ国
のうちの定められた郡を割り当て、毎年土砂
留（砂防）を行わせるというものである。各
土砂留担当大名の受持区域は郡を単位とす
るものであり、当然そこには幕領だけでなく
私領も存在したから、幕府は土砂留担当大名
を通して広域的な支配権を行使したことに
なる。また、この事業において実施された堤

外地政策である葭刈捨（堤外地に生えている
葭を年間数回刈り、生育させないようにする
こと）強制や流作（洪水時、冠水によって無
収穫となるリスクを前提に行われる耕作）禁
止も、個別領主の領有権を掣肘することが
往々にしてあった。これらは、綱吉政権期に
おける国家統治権の強化を背景に行われた
ものである。 
 その後、上方における幕府の開発と治水に
ついての政策基調そのものは変わらなかっ
たが、綱吉政権後半期の元禄６年（1693）に
なると、幕府は百姓の新規流作願いに対して
は条件付で認めるようになるとともに、堤外
地の開発も積極的に進めていくようになる。
すなわち、堤外地政策の建前と実態の乖離が
進むことになったのである。享保３年（1718）
には、流作が全面的に禁止されることになり、
現に存在する堤外地のすべての田畑の取り
払いが命じられたが、すぐに撤回された。こ
れは、享保改革期初期に見られる幕府の試行
錯誤の反映と考えられるもので、開発重視、
堤外地政策の後退という流れは、もはや押し
とどめることができないものとなっていた。 
 享保７年、幕府はそれまで建前としては禁
止していた上方における流作を、はじめて公
に認めた。これに応じて、村々からは堤外地
開発願いが出された。もちろん、開発にあた
っては、治水上の観点に基づく大坂町奉行所
の吟味を経ることが必要とされたため、開発
希望がすべて認められたわけではないが、
「基本的に流作は禁止するが、治水上問題の
ないものは認める」という形から、「基本的
に流作は容認するが、治水上問題のあるもの
については認めない」という形への変化は、
堤外地政策の質的転換というべきものであ
った。 
 
（２）堤外地政策の転換（堤外地の積極的開
発）と抱き合わせの形で採用された畿内国役
普請制度を、国役の変質という観点から位置
づけ直した。以下、具体的に述べる。 
 享保５年に出された国役普請令に基づき、
畿内以外の地域では、同年から同７年にかけ
て国役普請制度が構築された。一方、畿内で
は、享保７年に、摂津・河内両国と山城国で
別々に展開していた国役普請制度を統合・再
編した新たな国役普請制度（畿内国役普請制
度）が発足する。こうして、享保５～７年に
全国的に国役普請制度（享保国役普請制度）
が成立するが、これは、幕府が強力な国家統
治権を背景に主導性を発揮して治水普請を
行うとともに、普請費用を広く幕領・私領に
国役賦課するというものである。このような
普請方式が誕生した背景には、堤外地の開発
をも含めた新田開発の進行に伴う水害の危
険性の高まりや、水害の大規模化があった。
享保７年の上方における流作公認は、大規模
普請を可能にする国役普請制度が整ったこ
とを前提に打ち出されたものと考えられる。
享保７年以降、幕府は水害の芽を事前に摘み



取ることにより水害を未然に防止するとい
う考え方を放棄し、強固な堤防を維持するこ
とによって、開発優先主義に伴う水害の危険
性の増大という問題を解決しようとしたの
である。 
 享保７年の畿内国役普請制度の成立を、そ
れ以前の国役普請制度との比較を念頭にお
きつつ、国役の性格の変化という側面から位
置づけ直してみると、①個別領主支配を前提
とした役賦課から村々に対する直接的な役
賦課への変化、②一部領主を除く領主の所領
村々に対する役賦課から全領主の所領村々
に対する賦課への変化、③拝領高および込高
に対する賦課から有高に対する賦課への変
化、と整理することができる。吉宗政権は、
近世初期以来の国役の性格を変質させるこ
とにより、新たな段階に立ち至った水害問題
に対処しようとしたといってよい。 
 
（３）綱吉政権も吉宗政権も、ともに国家統
治権の強化を目指したが、前者が、いわば自
身の身を切りながら水害防止のための体制
を構築しようとしたのに対し、後者は、水害
の危険性の増大をやむを得ないものとして、
自身の利益追求を優先させたことを明らか
にした。以下、具体的に述べる。 
享保期の開発・治水政策においては、幕府

の国家統治権の強化が認められた。吉宗政権
下では、日本総図製作（享保２年）、全国の
戸口および面積の調査（同６年）、丹羽正伯・
植村左平次らを全国に派遣して薬草見分を
させた薬草政策（同５年以降）などの政策が
実施されたことが知られている。いずれも吉
宗政権における国家統治権強化を物語るも
ので、享保期の開発・治水政策もその一つと
して位置づけられる。 
ただ、享保期の開発・治水政策に限ってい

えば、私領救済措置に見られる公共的側面は
うかがえるものの、それ以上に、幕府の利益
を露骨に追求したものであるという印象が
強い。財政再建が至上命題である以上、それ
は当然ではあるが、ここに綱吉政権との違い
を見ることができる。貞享期畿内河川整備事
業中およびそれ以後にとられた堤外地政策
では葭刈捨強制が行われたが、その対象とな
ったのは、実際には小物成地となっている幕
領の葭場であることが多かった。いわば、綱
吉政権は自身の身を切りながら水害を防ご
うとしたといってよい。それに対して吉宗政
権は、水害の危険性の増大をやむを得ないも
のとして、自身の利益追求を優先したのであ
った。 
 
（４）本研究の研究史上の位置づけおよびそ
の波及効果については、以下のようにまとめ
ることができる。①近世における幕藩領主の
開発政策・治水政策については、これまで堤
外地政策という観点から検討されることが
ほとんどなかった。また、両政策は、極めて
密接な関係を有しており、いずれか一方だけ

の分析では十分なものとはならないが、堤外
地政策という概念は、両者を有機的に結びつ
けて考察する上で極めて有効な概念である。
その意味で、本研究は近世の開発政策・治水
政策の研究に対して新たな方法論的提起を
行ったものであり、今後、当該分野の研究は
新たな展開を見せることになる。②本研究に
より、享保改革期の開発政策および治水政策
の実態が明らかになったが、その成果は、享
保改革研究を進展させることになる。③本研
究では、上方に視点を据えて享保改革期の開
発政策および治水政策を分析した。その結果、
幕府中央の動きと上方の動きにはズレがあ
ることが判明した。この事実は、幕政史研究
のあり方に反省を迫るものである。今後、幕
政史研究は、地方の動きを十分視野に入れた
ものになる。④本研究では、綱吉政権と吉宗
政権の性格の差に留意した。ともに国家統治
権の強化に努めた政権であるが、その差異に
ついては、これまで十分な説明がなされてい
ない。本研究は、十分な実証を伴ったもので
はないものの、この点について言及しており、
今後、綱吉政権論または吉宗政権論に資する
ところがあるだろう。 
 
（５）本研究では、「２．研究の目的」の（２）
の課題については十分検討することができ
なかった。これを今後の課題としたい。また、
寛政改革期および天保改革期における開発
政策と治水政策についても、堤外地政策に注
目しながら今後検討を進めていきたい。 
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